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大
と
新
バ
ッ
テ
リ
ー
の
開
発
に
取

り
組
む
。
期
待
さ
れ
る
全
固
体
電

池
は
「
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池
の

１
・
５
倍
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度
を

持
つ
」
と
松
本
氏
。
同
社
は
バ
ッ

テ
リ
ー
材
料
の
リ
サ
イ
ク
ル
、
製

造
時
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
に
も
取

り
組
む
。

　

パ
ビ
ア
氏
は
、
欧
州
で
の
Ｅ
Ｖ

販
売
台
数
の
伸
び
を
強
調
。
こ
れ

に
よ
っ
て
関
連
産
業
が
発
展
し
、

多
く
の
雇
用
が
創
出
さ
れ
た
。
氏

は
、
欧
州
バ
ッ
テ
リ
ー
同
盟
が
こ

れ
に
大
き
く
寄
与
し
た
と
し
「
日

本
も
同
様
の
仕
組
み
を
つ
く
れ
ば

国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
を
３
０

０
億
㌦
増
や
せ
る
」
と
述
べ
た
。

　

最
後
に
田
辺
氏
が
「
水
素
、
バ

ッ
テ
リ
ー
分
野
で
の
日
欧
協
力
の

可
能
性
を
今
後
も
探
っ
て
い
き
た

い
」
と
締
め
く
く
っ
た
。

素
税
を
財
源
と
し
た
法
人
税
減
税

が
も
た
ら
す
、
企
業
投
資
の
増
加

と
い
う
第
２
の
配
当
が
あ
る
」
と

持
論
を
展
開
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
押
し
上
げ

効
果
も
期
待
で
き
る
と
い
う
。

　

４
番
目
の
手
塚
氏
は
「
輸
入
品

に
か
け
る
税
を
ど
う
算
出
す
る
か

が
、
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
導
入
の
大
き
な
課

題
」
と
指
摘
。
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を

計
算
す
る
統
一
し
た
基
準
や
ル
ー

ル
、
そ
し
て
国
際
的
な
合
意
が
必

要
だ
が
、
税
額
算
出
の
式
は
非
常

に
複
雑
。
さ
ら
に
無
償
排
出
枠
の

存
在
が
、
問
題
を
さ
ら
に
難
し
く

し
て
い
る
と
い
う
。

　

締
め
く
く
り
は
モ
デ
レ
ー
タ
ー

の
渡
辺
氏
が
制
度
設
計
の
難
し
さ

に
言
及
。
政
府
、
産
業
界
、
ア
カ

デ
ミ
ア
が
一
体
と
な
っ
て
情
報
収

集
し
、
知
恵
を
出
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
と
ま
と
め
た
。

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
が
変
わ
ら
な
く
な

る「
カ
ー
ボ
ン
リ
ー
ケ
ー
ジ
」を
問

題
視
。
対
策
に
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
が
必
要

と
し
た
。
一
方
「
企
業
へ
の
炭
素

排
出
の
無
償
枠
の
付
与
は
Ｃ
Ｂ
Ａ

Ｍ
と
整
合
性
が
と
れ
て
お
ら
ず
、

見
直
し
が
必
要
」
と
話
し
た
。

ア
フ
ル
氏
は
、
Ｅ
Ｔ
Ｓ
の
新
た

な
業
界
へ
の
拡
張
を
論
じ
た
。
欧

州
で
は
電
力
や
製
造
業
な
ど
、
Ｃ

Ｏ
２
排
出
全
体
の
約
40
％
の
セ
ク

タ
ー
に
の
み
、
Ｅ
Ｔ
Ｓ
の
仕
組
み

が
適
用
さ
れ
て
い
る
。
「
輸
送
や

建
設
、
農
業
な
ど
へ
拡
大
自
体
は

賛
成
だ
が
、
各
業
界
事
情
へ
の
考

慮
も
必
要
」
と
語
っ
た
。

　

有
村
氏
は
我
が
国
の
制
度
に
つ

い
て
解
説
。
炭
素
税
に
は
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
省
エ
ネ
の
推

進
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減
と
い
っ

た
第
１
の
配
当
だ
け
で
な
く
「
炭

セ
ッ
シ
ョ
ン
１
で
は
、
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
達
成
に
向
け
た

日
欧
の
産
業
界
の
取
り
組
み
を
各

ス
ピ
ー
カ
ー
が
語
っ
た
。

前
半
の
テ
ー
マ
は
「
水
素
」
。

脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
は
、
水
素

を
媒
介
と
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
必
要
だ
。

第
１
の
ス
ピ
ー
カ
ー
、
植
竹
氏

が
勤
め
る
旭
化
成
は
、
40
年
以
上

に
わ
た
り
世
界
で
事
業
展
開
し
て

い
る
食
塩
電
解
の
技
術
を
ベ
ー
ス

に
、
水
の
電
気
分
解
に
よ
る
水
素

製
造
技
術
を
開
発
し
、
現
在
10
㍋

㍗
の
水
電
解
槽
に
よ
る
水
素
製
造

を
実
証
中
。
「
水
素
社
会
実
現
の

鍵
は
、
設
備
大
型
化
を
含
め
た
水

素
供
給
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
と
信
頼
性

の
向
上
」
と
植
竹
氏
。
同
社
の
取

り
組
み
は
こ
れ
に
大
き
く
貢
献
を

す
る
だ
ろ
う
。

　

２
番
目
の
ペ
ン
フ
ォ
ー
ニ
ス
氏

は
、
水
素
生
産
方
式
の
低
炭
素
化

を
訴
え
た
。
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ

２
）
回
収
や
水
の
電
気
分
解
に
よ

る
水
素
製
造
、
モ
ビ
リ
テ
ィ
ー
向

け
の
水
素
供
給
網
に
お
よ
そ
80
億

ユーロ  の
投
資
を
行
い
、
産
業
の
脱
炭

素
化
を
促
進
す
る
。
同
氏
所
属
の

エ
ア
・
リ
キ
ー
ド
は
産
業
ガ
ス
供

給
で
世
界
屈
指
の
企
業
。
「
同
グ

ル
ー
プ
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
２
０

３
５
年
、
20
年
比
で
33
％
削
減
す

る
」
の
が
目
標
だ
と
い
う
。

　

後
半
の
テ
ー
マ
は
電
気
自
動
車

（
Ｅ
Ｖ
）
の
キ
ー
パ
ー
ツ
「
バ
ッ

テ
リ
ー
」
だ
。
松
本
氏
が
ト
ッ
プ

を
務
め
る
エ
ン
ビ
ジ
ョ
ン
Ａ
Ｅ
Ｓ

Ｃ
は
07
年
に
前
身
の
Ａ
Ｅ
Ｓ
Ｃ
設

立
以
降
、
す
で
に
55
万
台
も
の
Ｅ

Ｖ
に
バ
ッ
テ
リ
ー
を
供
給
。
今
後

の
需
要
を
見
込
み
、
生
産
能
力
拡

　

欧
州
で
は
現
在
、
30
年
ま
で
に

温
暖
化
ガ
ス
排
出
を
１
９
９
０
年

比
で
55
％
削
減
す
る
と
の
目
標
の

も
と
、
こ
の
実
現
に
向
け
た
制
度

づ
く
り
が
進
ん
で
い
る
。
セ
ッ
シ

ョ
ン
２
で
は
中
心
的
テ
ー
マ
、
カ

ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
（
Ｃ
Ｐ
）

と
国
境
炭
素
調
整
措
置
（
Ｃ
Ｂ
Ａ

Ｍ
）
に
つ
い
て
議
論
さ
れ
た
。

　

Ｃ
Ｐ
と
は
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
に
価

格
を
つ
け
、
排
出
を
抑
止
す
る
仕

組
み
で
、
排
出
量
取
引
制
度
（
Ｅ

Ｔ
Ｓ
）
や
炭
素
税
が
こ
れ
に
あ
た

る
。
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
と
は
温
暖
化
対
策

が
不
十
分
な
地
域
か
ら
の
輸
入
品

に
、
生
産
で
排
出
さ
れ
た
Ｃ
Ｏ
２

に
応
じ
た
税
を
課
す
制
度
だ
。

　

最
初
の
ス
ピ
ー
カ
ー
、
マ
ル
キ

ュ
氏
は
、
炭
素
排
出
規
制
が
不
十

分
な
地
域
に
企
業
が
生
産
拠
点
を

移
し
、
結
果
と
し
て
地
球
全
体
の

田辺靖雄
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日
本
と
欧
州
連
合（
Ｅ
Ｕ
）は
温
暖
化
ガ
ス
排
出
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る
「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ

ー
ト
ラ
ル
」
の
実
現
を
共
通
目
標
と
す
る
。
こ
れ
を
達
成
す
る
に
は
ど
ん
な
技
術
、
制
度

が
必
要
な
の
か
│
│
。
６
月
24
日
、
経
済
産
業
研
究
所（
Ｒ
Ｉ
Ｅ
Ｔ
Ｉ
）と
日
欧
産
業
協
力

セ
ン
タ
ー
は
、
内
外
の
有
識
者
を
集
め
ウ
ェ
ビ
ナ
ー
「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け

て
〜
日
・
Ｅ
Ｕ
産
業
界
・
制
度
論
の
挑
戦
」
を
開
催
、
オ
ン
ラ
イ
ン
配
信
を
行
っ
た
。

●ＲＩＥＴＩ・日欧産業協力センター ジョイント・ウェビナー

カーボンニュートラルに向けて

水
素
・
電
池
の
低
コ
ス
ト
化
が
鍵

排
出
抑
制
適
正
な
仕
組
み
模
索

セッション1セッション2 産業界の
チャレンジ

政策・制度の
チャレンジ

●
ス
ピ
ー
カ
ー
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